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異議申立人補佐人　　　　　　　　　　　　　　　
弁　護　士　　河　　原　　林　　昌　　樹

　異議申立人は、以下のとおり、門真市長による非開示決定において示された開示できない理由に対して反論する。

第１　本件住民投票条例１２条の規定について

　１　はじめに

実施機関である門真市長は、平成１６年９月１９日に行われた住民投票で合併賛成の欄に「○」の記号が記載された投票用紙と無効とされる投票用紙の全ての開示を求めた申立人の公文書開示請求に対し、「門真市が守口市と合併することの是非を問う住民投票条例（以下「住民投票条例」という）第１２条（住民投票の成立要件等）及び同条例施行規則第２３条第３項（開票を行わない場合の手続）の規定は、住民投票が不成立の場合、開票結果を公にしてはならない趣旨である。従って、本開示請求に係る公文書は、門真市情報公開条例第６条第７号に規定される「法令等の規定により明らかに開示することができないとされている情報」に該当する」として、不開示とした（以下「本件不開示決定」という）。

　　　しかし、門真市が守口市と合併することの是非を問う住民投票条例（以下「本件住民投票条例」という）１２条は、住民投票の成立要件として５０パーセント以上の投票率を要求するが、かかる規定は、以下述べるとおり、同条例に基づいて実施される住民投票の基本的性格にそぐわない合理性を欠いたものであり、憲法９２条及び９３条２項が保障する住民の地方参政権を不当に侵害するもので違憲無効というほかなく、かかる規定に依拠した本件不開示決定が違法なものであることは明らかである。また、仮に本件住民投票条例１２条が違憲無効とまではいえないとしても、本件不開示決定は、同条の規定の解釈を誤った違法なものであり、取消しを免れない。

　２　本件住民投票条例１２条の規定の違憲性

　　⑴　住民投票の法的性格について

本件住民投票条例に基づいて実施される住民投票の結果は、同条例１７条において市長や市議会はこれを尊重するものとすると規定されているとおり、市長の判断や市議会の議決を法的に拘束するものではなく、あくまでも守口市との合併の是非について市長や市議会が判断するための参考意見として尊重されるものにすぎない。したがって本件住民投票条例に基づいて実施される住民投票は、いわゆる諮問型といわれるもので、守口市との合併の是非について住民から賛否の意向を聴取するための一つの手段に過ぎないものである。

このような法的性格をもった住民投票においては、まず何よりも住民の意向が明らかにされることにこそ重点が置かれるべきである。すなわち、本件住民投票条例１２条にみられる様な、実際の投票率が所定の投票率に満たないときには住民投票は不成立として開票もしない取扱いは、住民投票の結果が市長の判断や市議会の議決を法的に拘束する場合（拘束型）には、住民の意向の正確性を担保するための措置として合理性が認められる場合もあると考えられるが、投票率という偶然の事情によって、投票行動を通じて示された住民の意向が明らかにされる機会が失われかねないこのような取扱いは、諮問型の住民投票にはそぐわないものといえる。

そもそも本件住民投票条例に基づいて住民投票が実施されることとなったのは、守口市との合併が地方公共団体としての門真市の存廃に関わる極めて重大な問題であるため、その是非については、市長や市議会の判断によるだけではなく、合併によって生活に直接の影響を受ける地域住民の賛否の意向がその判断に反映されることが望ましいと考えられたからである。そうであれば、住民投票の実施にあたっては、単に投票の機会が住民に保障されるだけではなく、守口市との合併に対する住民の賛否の意向が公表されることがまず何よりも重要であるといえる。住民投票の成立要件として５０パーセント以上の投票率を要求する本件住民投票条例１２条は、このような住民の意向が公表される機会を大きく制約しかねないもので、守口市との合併の是非についての判断に住民の意向を反映させようとして本件住民投票条例に基づいて実施される住民投票の趣旨に反するものといえる。

このように本件住民投票条例に基づいて実施される住民投票は、守口市との合併という重要な政策課題に関するもので、しかも諮問的なものにすぎないことを併せ考えると、実際の投票率が５０パーセントに満たないときには住民投票を不成立として開票もしない取扱いとすることを定める本件住民投票条例１２条は、本来住民の意向把握にこそ重点が置かれるべき住民投票の基本的性格に反しており、合理性を欠くものというほかない。

ちなみに公職選挙法は、地方公共団体の長やその議会の議員の選挙について最低投票率を定めておらず、これらの者を選出する選挙は投票率の如何にかかわらず常に有効なものとされている。これとの対比からしても、諮問的なものにすぎない住民投票に最低投票率を設けることの合理性には疑問が大きいといえる。

⑵　５０パーセント条項の不合理性

また、住民投票が投票率の如何に関わらず常に成立するものとすると、たとえ投票率が著しく低い場合であっても住民投票の結果が住民の意向とみなされることになるが、それが住民の意向を正確に反映するものといえるかどうかには議論の余地がある。もっとも本件住民投票条例に基づいて実施される住民投票のように、諮問的なものにすぎない住民投票の場合は、地方公共団体の長やその議会の議員は住民投票の結果に拘束されるわけではなく、それが住民の意向を正確に反映するものであるかどうかを慎重に判断した上での対応が可能であるから、実際には投票率を問題にする必要性は無いといえる。

仮に百歩譲って、住民投票の結果が住民の意向を正確に反映するものとなることを担保するために、住民投票の有効要件として一定の投票率を設けることの合理性が認められるとしても、その投票率を５０パーセントと定める本件住民投票条例１２条は、以下述べるとおり、著しく不合理なものといえる。

まず、ここ最近の門真市における公職選挙の投票率の実情からすれば、５０パーセントという投票率は容易に達することができないものである。例えば、住民投票と同様、二者択一的色合いが強い門真市長選挙における投票率を見ても、ここ最近はせいぜい３０パーセント台で推移しており、住民投票の有効要件として５０パーセントというこれに比べて著しく高い投票率を設けることは、住民投票の不成立を狙ったものではないかと窺いたくなるような措置といえる。
公職選挙法は、前述のとおり、地方公共団体の長及びその議会の議員の選挙については、最低投票率に関する定めはないが、当選人となるための有効得票率に関する定めがある｡ 同法９５条１項３号､ ４号によれば､ 当選人となるためには有効投票の４分の１以上の得票があることが必要とされている。

例えば、地方公共団体の長の選挙の場合、たとえ投票率が１００パーセントに達するときでも２５パーセント以上の得票を得た候補者は当選人となり得るのである。実際の選挙で投票率が１００パーセントに達することはまずないから、当選人となるために必要とされる最低得票率は実際には２５パーセントよりももっと低くなるはずである。もちろん最低得票率は、最低投票率と直接の関連性はないといえるが、選挙結果を選挙人の意思とみなし得るための制度的保障といえるものであり、住民投票との関連でいえば、たとえ住民投票の有効要件として一定の投票率を設けるとしても、２５パーセントを超える投票率を設けることは合理的根拠を欠くというべきである。

⑶　地方自治の本旨（とりわけ住民自治の原則）との抵触

憲法９３条２項は、地方公共団体の長及びその議会の議員の選挙権をその住民に保障するが、これは憲法９２条が規定する地方自治の本旨を選挙権の面で具体化したものである。すなわち、地方自治の本旨とは、団体自治と住民自治の二つの原則を内実とするものと一般的に理解されており、住民の地方参政権を保障した前記憲法９３条２項の規定は、住民自治の原則を具体化したものといえる。もっとも住民自治の原則によって本来保障される住民の地方参政権は、地方公共団体の長及びその議会の議員の選挙権の保障にとどまるものではなく、地方自治への参加の機会を広く住民に保障することを求めるものといえる。住民投票は、直接請求制度と並び、住民の地方参政権を具体化する制度であり、地方自治の本旨を規定する憲法９２条に由来するものといえる。したがって、住民投票における住民の投票権は、地方公共団体の長及びその議会の議員の選挙権と同様、憲法９２条に由来する権利といえ、その権利行使を不当に制限したり、実質的に無意味なものにしたりすることは違憲の問題を生じるというべきである。

本件住民投票条例に基づいて実施される住民投票は、その結果が法的拘束力を有するものではないが、守口市との合併の是非について住民が賛否の意思表示をする唯一の機会であり、住民の地方参政権を具体的に保障しようとした制度といえる（本件住民投票条例１条参照）。にもかかわらず本件住民投票条例１２条は、実際の投票率が５０パーセントに満たない場合は住民投票を不成立として開票しない取扱いを定めて、住民の投票権の行使を実質的に無意味なものにしている。しかも、本件住民投票条例に基づいて実施される住民投票のような、諮問型の住民投票の場合に、実際の投票率が所定の投票率に満たないときは住民投票を不成立として開票しない取扱いとすることが住民投票の基本的性格に反する、不合理なものであることは、前に述べたとおりである。したがって本件住民投票条例１２条は、住民投票における住民の投票権の行使を不当に制約するものであって、これはひいては憲法９２条が住民に保障する地方参政権を正当な理由なく侵害することにほかならないから、かかる規定が憲法９２条及び９３条２項の趣旨に違反して無効であることは明らかである。

また、実際の投票率が所定の投票率に満たないときには住民投票を不成立として開票しない取扱いとする本件住民投票条例１２条は、住民の地方参政権保障の観点からして不合理であるばかりでなく、財政支出上も大きな問題があるといえる。すなわち本件住民投票条例に基づいて実施された平成１６年９月１９日の住民投票は、これを実施するために市の予算から約２３００万円の経費が支出されたが、実際の投票率が５０パーセントに満たなかったために住民投票が不成立となり開票されなかったために、その支出はすべて結果を伴わない無駄なものに帰してしまった。本件住民投票条例に基づいて実施される住民投票のように、諮問的なものに過ぎない住民投票に成立要件を設けること自体不合理であるといえるが、そのために貴重な財政支出が無駄に帰することとなるような制度設計は財政健全化の観点からしても著しく不合理なものといえる。

３　住民投票条例１２条の「開票」の意味について

　本件住民投票条例１２条は、前述のとおり、憲法９２条及び９３条２項が保障する住民の地方参政権を不当に侵害するもので違憲無効というほかないが、仮に同条の規定が違憲無効とまではいえないとしても、本件不開示決定は、同条の規定の解釈を誤った違法なものである。

本件住民投票条例１２条は、住民投票が不成立の場合においては「開票」しないことを規定するが、ここでいう「開票」とは、公職選挙法第７章において規定されている開票と同義であり、選挙管理委員会の指定した場所において、すべての投票箱の送致を受けた日又はその翌日に、開票管理者の下で行われる投票の点検作業のことであり、有効投票と無効投票を区別する作業のことである。すなわち、本件住民投票条例１１条の無効投票の規定にしたがって有効票と無効票を区別する作業のことである。賛成票及び反対票の各投票数を確認する作業は、開票作業によって確定された有効投票を前提として、本件住民投票条例７条２項の規定する投票方法にしたがって賛否を区分することによって行うことになっており、これは、開票作業によって確定された有効投票を前提として、公職選挙法上の規定に基づいて当選人が決められるのと同様、開票作業とは別の集計作業にすぎない。

本件住民投票条例１２条は、住民投票が不成立の場合、開票作業を行うことを禁じているにすぎず、投票用紙が公文書公開制度によって開示された結果、賛成票と反対票の各票数が判明することとなったとしても、そのこと自体を禁止するものではない。異議申立人が求める投票用紙の開示は、有効投票と無効投票の確認作業を求めるものではないから、上述の意味での「開票」にはあたらないことは明らかであり、開票作業を禁止する住民投票条例１２条の規定と抵触するものではない。

にもかかわらず本件不開示決定は、異議申立人が求める投票用紙の開示を本件住民投票条例１２条にいう「開票」を求めるものであるかのように理解し、同条は、住民投票が不成立の場合、開票結果を公にしてはならない趣旨であると解釈するが、すでに住民投票の不成立が確定している現時点において開票作業が行われる余地はないはずであるから、かかる解釈が成り立つ余地がないことは明らかである。そして、同条の「開票」には公文書公開制度に基づく公文書の開示の意味まで含まないことは明らかであり、「開票」と「開示」を事実上混同する本件不開示決定が本件住民投票条例１２条の規定の解釈を誤ったものであることもまた明らかである。

第２　本件住民投票条例１２条の失効

　１　はじめに

本件住民投票条例１２条の規定が違憲無効ではなく、しかも情報公開制度に基づく投票用紙の開示を禁止する趣旨まで含むものであると解さざるを得ないとしても、同条例がすでに失効した現時点において、投票用紙の開示を禁止しなければならない法令上の根拠はない。

　２　本件住民投票条例の失効

本件住民投票条例は、附則２条において、投票日の翌日から起算して６０日を経過した日に失効する旨規定している。したがって同条例は、住民投票の投票日であった平成１６年９月１９日の翌日から起算して６０日目に該当する同年１１月１８日の経過をもってすでに失効している。しかも、同条例には、条例失効後の経過措置に関する規定はなく、同条例１２条を含むすべての条文が同年１１月１８日の経過をもって失効したものと解するよりほかない。

そうすると、住民投票が不成立の場合には開票を行わないという本件住民投票条例１２条の規定は、同条例失効に伴い効力を失うこととなり、開票結果を公表してはならないという法令上の根拠は存しないことになる。たとえ同条の規定が公文書公開制度に基づく投票用紙の開示まで禁止する趣旨を含むとの立場を採ったとしても、かかる規定が失効してしまった現時点においては、異議申立人が求める投票用紙の開示を禁止する法令上の根拠はないというべきである。

３　合併協議会の解散

また、直接請求を受けて門真市議会において本件住民投票条例が可決成立されるにあたって、住民投票の成立要件を定めた１２条（５０パーセント条項）が追加された理由に、たとえ諮問型の住民投票であっても、投票率が著しく低い場合にまで住民投票の結果を公表しなければならないものとすると、守口市・門真市合併協議会における合併協議に混乱を招きかねないということが指摘されていた。

しかし、同合併協議会は守口市議会及び門真市議会の各決議に基づき平成１６年１２月２０日をもって正式に解散されることとなった。したがって、同合併協議会がすでに解散された現時点においては、たとえ住民投票の投票用紙を開示したからといって合併協議に混乱を招きかねないという当初懸念された弊害が起こる余地は存しないというべきである。

　４　開示すべき公益上の理由の存在

門真市情報公開条例８条は、開示請求された公文書に不開示情報が記録されている場合であっても、公益上特に必要があると認めるときは、当該公文書を開示できるとして公益上の理由による裁量的開示を認めている。

本件住民投票条例に基づいて実施された住民投票において、守口市との合併について住民が如何なる賛否の意思を示したのか、すなわち住民投票の結果は、投票所に赴いた者のみならず、住民であれば誰もが知りたい情報であり、このことは地方自治の本旨ないしは住民の地方参政権の保障という観点から当然に導かれるものといえる。このことは、守口市・門真市合併協議会がすでに解散された現時点においても変わるものではなく、住民投票の投票用紙を開示することによって住民投票の結果が明らかになったとしても、それによってはじめて守口市との合併について住民の賛否の意向を確認するという本件住民投票条例が制定された所期の目的が達成されることになるのである。しかも、住民投票が多大な公金を支出して実施されたものであることを考えれば、その支出を無駄なものにしないためにも投票用紙の開示は強く求められるというべきである。

このように住民投票の投票用紙は、たとえ不開示情報に該当する余地があるとしても、その開示が地方自治の本旨や財政健全化といった公益上の理由から強く求められるというべきである。

第３　まとめ

　　　以上述べたとおり、本件不開示決定は、現時点においてこれを維持しなければならない理由は全くなく、むしろ住民投票の投票用紙を開示することこそ公益に適うというべきであるから、ただちに取り消されるべきである。

以上　
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